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公立大学法人札幌市立大学 平成24年度年度計画 

 

 

Ⅰ 大学の教育研究の質の向上に関する目標を達成するための措置 

 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

  ⑴ 教育の内容及び成果に関する目標を達成するための措置 

   ア 特色ある教育の実施 

    ・ 授業評価アンケートや卒業生への追跡調査により、共通教育科目の効果に

ついて検証を行い、新カリキュラム導入に向けた課題を整理する。 

    ※指標：共通教育科目の効果検証の実施 24年度 

    ・ 平成25年度に予定する横断型連携教育の効果検証の実施に向け、学部及び

研究科ごとに課題を整理する。 

    ・ 博士後期課程において、設置認可申請に基づいた教育を展開するとともに、

文部科学省への履行状況報告を適切に実施する。 

    ・ グローバル化社会に通用する人材の育成に対応した新カリキュラムの導入

に向け、現状の課題整理及び先進事例の調査を実施する。 

   イ 時代に即した教育課程の編成 

    ・ ディプロマポリシー（学位授与の方針）の明文化に向けて、卒業後の多様

な進路先を念頭において、学生の卒業時の学習到達目標及び学習到達度の検

証方法を策定し、検証を試行する。 

   ウ 入学者選抜方法の検証と見直し 

    ・ アドミッションポリシー（入学者受入の方針）に基づき、デザイン・看護

学部の一般選抜、特別選抜、3年次編入学試験を実施する。また、助産学専攻

科及びデザイン・看護学研究科博士前・後期課程の入学者選抜試験を実施す

る。 

    ・ 各入学者選抜方法の改善点について検証するため、入学者アンケート結果

及び志願状況（小論文又は実技の科目選択状況を含む）の分析を行うととも

に、入学者の入学後の成績等をもとに、追跡調査を行う。 

    ・ オープンキャンパスの開催、進学相談会、出前授業等への参加により、高

校生、保護者等へ本学の活動内容を周知する機会を設けるとともに、高等学

校の教員を対象とする大学説明会を新規に開催する。 

    ※ オープンキャンパス参加者数 のべ800名 

    ・ 中学生以下を対象とした広報活動について検討し、次年度以降の実施に向
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けた活動内容を策定する。 

   エ 教育方法の改善等 

    ・ 平成25年度の登録単位上限見直しに向けた課題を整理し、見直し内容を確

定する。 

    ・ GPA1制度を活用した履修指導について、次年度以降の試行に向けた具体策

を決定する。 

    ・ 平成25年度の成績評価の見直しに向け、各科目における成績評価基準や成

績評価の情況を検証し、公平かつ適切な成績評価を実施する。 

  ⑵ 教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

   ・ 教務・学生連絡会議は、教育の成果・効果を客観的に幅広く検証し、授業内

容及び方法の改善を図るため、学生に対する授業評価アンケート及び卒業生に

対する追跡調査を実施する。 

   ※指標：授業評価アンケート 学期ごと実施 

       卒業生に対する追跡調査 年1回実施 

   ・ 平成25年度のアンケート見直しに向け、授業評価アンケート及び卒業生に対

する追跡調査の質問項目及び集計結果について検証を行い、改善を図る。 

   ・ 平成24年度FD2研修会実施計画を策定し、実施計画に基づき成績評価・授業方

法等の改善に資するFD研修会の実施及び検証に取り組む。 

   ※指標：FD研修会開催 7回以上  

  ⑶ 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

   ・ 産業界、保健・医療・福祉関係とのコンソーシアム（共同事業体）構築に向

けて、デザイン関係団体、経済団体、保健・医療・福祉関係団体との協議を実

施する。 

   ・ 通年のキャリアガイダンスを継続し、職場適応力、職業適応力に留意したプ

ログラムを実施する。また毎回受講者アンケートを実施し、その満足度を計る。 

   ・ 全学的なキャリア支援の取り組みとして、文部科学省の「産業界のニーズに

対応した教育改善・充実体制整備事業」への申請し採択を目指す。 

   ・ 学生への情報伝達における現状の課題整理及び先進事例調査等を実施すると

ともに、ランニングコストなど総合的な検証を行い、今後必要となる情報伝達

システムの概要について確定する。 

                                                   
1 ※GPA（Grade Point Average） 

 授業科目ごとの成績評価に対して、GP（グレードポイント）を付し（例えば、5段階（A、B、C、D、E）の成績評価

に対し、4、3、2、1、0の GP）、この単位当たりの平均を算定し、その一定水準を卒業などの要件とする制度。 
2ＦＤ（ファカルティディベロップメント） 

 教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組の総称 
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   ・ 留学生支援を目的としたチューター3制度の実施要領を策定するなど、留学生

に対して支援を実施する。 

 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

  ⑴ 研究水準及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

   ・ デザイン分野と看護分野が連携した研究をさらに進め、平成24年度は新たに、

札幌市の障がい児（者）医療・福祉複合施設整備にかかわる研究を行う。 

   ※指標：デザイン分野と看護分野が連携した研究数 6件 

   ・ 大型プロジェクト4の獲得に向けた基盤を整えるために、外部研究機関と連携

した分野横断的な研究を行う。 

   ※指標：外部研究機関との提携協定締結 1件以上 

       科学研究費補助金の新規応募及び継続申請を合わせた申請率 66.5％ 

   ・ 国際論文の査読経験者などによる研修、学術奨励研究費の「国際学会発表者

補助」の増額など通じ、国際的に評価の高い学術誌や著書、国際学会等におい

て積極的に発表する。 

   ※指標：国際学会発表者補助の活用件数 10件以上 

  ⑵ 研究の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

   ア 研究の実施体制 

    ・ 学外共同研究者の受け入れ体制の確立に向け、現状の課題整理及び先進事

例の調査を実施する。 

    ※指標：共同研究・受託研究の数 14件／年 

   イ 地域連携の強化 

    ・ 産業界との連携を強化する目的で地域連携担当の専門員を配置し、産業界

とのネットワークづくり、学内のシーズ発掘及び研究成果の公表等、産学連

携に係る機能強化を目指す。 

    ※指標：共同研究・受託研究の数 14件／年 

    ・ サテライトキャンパスを教職員がより簡便に利用できるよう、利用方法、

空き状況の周知等について見直す。 

    ・ サテライトキャンパスの活用策に関する学内アンケートを行い、結果を基

に次年度以降の活用策を取りまとめる。 

    ・ 産・看・学・公連携の促進及び大学間連携の場として、地域連携研究セン

                                                   
3 チューター 

 入学後間もない外国人留学生に教育面、研究面、生活面の様々な助言を行う者 
4 大型プロジェクト 

 科学研究費補助金基盤研究（Ａ）と同程度の規模となる研究を想定している。 
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ターがサテライトキャンパスを活用する。 

    ※指標：産・看・学・公連携の場としての活用 40件以上／年 

 

Ⅱ 地域貢献、国際化、大学間連携に関する目標を達成するための措置 

 １ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

  ⑴ 札幌市等のまちづくりへの貢献に関する目標を達成するための措置 

   ・ 地域貢献の現状及び課題を整理するため、学内の地域貢献に関わる情報を効

率的に集約、発信する仕組みを構築する。 

   ・ 本学への地域連携・貢献の依頼から事業実施に至るまでの手続きの流れを学

内外向けの資料として作成し、公表する。 

   ・ 地域連携担当の専門員を中心に、学内のシーズ発掘及び研究成果の公表等、

ネットワークづくりに向けた取り組みを進める。 

   ※指標：まちづくりに貢献した事例数100件以上／年 

  ⑵ 市民への学習機会の提供に関する目標を達成するための措置 

   ・ 公開講座の充実を図り、受講者の満足度をアンケート等で確認する。 

   ※指標：公開講座受講者満足度5段階評価4.3以上 

   ・ 公開講座の体系化について検討し、次年度の企画に反映する。 

   ・ さっぽろ建築夜学校等専門職向けの公開講座の継続的な実施に加え、認定看

護管理者制度サードレベル教育課程、潜在看護師向けの復職支援講習会等専門

職業人を対象とした支援講座等を実施する。 

   ※指標：専門職業人支援講座等開催225時間以上／年 

 ２ 国際化に関する目標を達成するための措置 

  ・ 平成25年度の国際化に関する方針の策定に向けて、学内の意見を集約するとと

もに、現状の課題整理及び先進事例調査を実施し、国際化のあり方について取り

まとめる。 

  ・ 承徳医学院、華梵大学への学生派遣、又松大学からの学生受入れ等提携校を中

心とした学生及び教員の海外への派遣と受入れを実施する。 

  ※指標：教員・学生派遣 10人以上 

  ・ 学内の共同研究費募集の際に、提携校との取組みについても積極的に募集する。 

 ３ 大学間連携に関する目標を達成するための措置 

  ・ 大学間連携協定に関する学内横断的なプロジェクトチームを立ち上げ、単位互

換、共同研究の実施に向けた現状の課題整理及び先進事例の調査を実施し、連携

先大学選定の方針を決定する。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

 １ 運営体制・手法に関する目標を達成するための措置 

  ⑴ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

   ・ 第二期中期目標期間中の法人全体の経営戦略を役員会等の議を経て理事長が

策定する。 

   ・ これまでの学内組織及び補佐体制の検証を行い、理事長（学長）のリーダー

シップが機動的に発揮されるよう、補佐体制強化に向けた学内組織運営の見直

し案を策定し、一部は試行実施する。 

  ⑵ 教職員の配置・定員の適正化に関する目標を達成するための措置 

   ア 教職員配置の適正化 

    ・ 欠員が生じている職については、速やかに補充を行うとともに、平成 25年

度以降の教職員定員計画を策定する。 

   イ 職員の育成 

    ・ 平成 24年度末に市派遣職員１名を引き揚げるとともに、それに伴う職員の

採用を行う。 

    ・ 人材育成基本方針を策定するとともに、職員研修受講履歴を作成・管理し、

SD5を計画的に実施する。 

  ⑶ 教員評価制度に関する目標を達成するための措置 

  ・ 年度上半期中に、平成23年度教員活動実績申告に基づき教員評価を実施する

とともに、実施結果を踏まえた評価項目等の見直しを適宜実施する。 

２ 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

  ・ 平成23年度に実施した業務分析を踏まえ、事務局の業務執行体制の見直し案を

策定するとともに、年度内に対応可能なものは順次見直しを行う。 

  ※指標：超過勤務時間の削減 前年度比▲5％ 

 ３ 広報の充実に関する目標を達成するための措置 

  ・ 平成25年度の広報戦略策定に向け、学内の意見を集約するとともに、現状の課

題整理及び先進事例調査を実施し、戦略的広報のあり方を取りまとめる。 

 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

 １ 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

                                                   
5 ＳＤ（スタッフディベロップメント） 

 事務職員や技術職員など職員を対象とした、管理運営や教育・研究支援までを含めた資質向上のための組織的な取組 
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  ・ 外部資金の募集情報に関して、e-Rad6などの情報提供手段を教員に対し周知す

る。 

  ※指標：教員向け情報提供 年3回実施 

  ・ 科学研究費補助金を含む外部資金の申請支援策を従前より強化するために年1回

の研修を行う。 

  ※指標：外部資金の獲得額 中期計画予算達成（第一期比10％増） 

  ・ 基金設置に関する学内横断的なプロジェクトチームを立ち上げ、情報収集を行

い、検討課題を洗い出した上で、基金設置の方向性、方針を決定する。 

 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

  ・ 平成24年度予算について、節約保留や契約差金等を活用し、戦略的経費を捻出

する。当該経費の額については、平成24年度一般管理費予算査定額から150万円以

上とする。 

 

Ⅴ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

 ・ マネジメントサイクルによる自己点検・評価を実施し、半期（中期計画大項目第

４、第５、第７にかかる計画は四半期ごと）の年度計画の進捗管理を行う。 

 ・ 認証評価及び第一期中期目標期間の総合評価の結果を受け、改善が必要な事項に

ついては、適宜大学運営に反映させる。 

 ・ 自己点検・評価委員会は、認証評価機関の評価項目及び評価基準に基づき、次回

の自己点検・評価の実施に向け必要な資料を作成、蓄積する。 

 

Ⅵ その他業務運営に関する目標を達成するための措置  

 １ 施設・設備の整備・維持管理に関する目標を達成するための措置 

  ⑴ 教育研究環境の充実に関する目標 

   ・ 中期計画予算を踏まえ保全計画を見直すとともに、急を要する施設の改修は

適宜実施する。 

   ・ 図書については、年間2,000冊程度を整備するとともに、電子ジャーナルの契

約数を維持する。 

   ・ 備品等については、予算編成において学内調整を行いながら適切に整備して

いく。 

   ・ 図書館における電子的な資料も含めた学術情報の集積、提供などの機能の充

                                                   
6 e-Rad（府省共通研究開発管理システム） 研究開発管理に係る一連のプロセス（応募受付→審査→採択→採択課題

管理→成果報告等）をオンライン化し、適切な研究費の配分を支援する府省横断的なシステム 
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実に向けた取組みを進めるために、学内利用者ニーズの調査・分析を含めた情

報収集を行う。 

   ・ 桑園キャンパス図書館の司書を増員し、ILL（図書館間の図書及び文献複写の

相互利用サービス）の迅速化など、図書館機能の改善を図る。 

  ⑵ キャンパスの活用に関する目標を達成するための措置 

   ・ 計画策定に向けた情報収集、先進事例調査を行い、策定に向けたスケジュー

ル、検討体制を決定する。 

 ２ 安全管理等に関する目標を達成するための措置 

  ⑴ 安全管理の徹底に関する目標を達成するための措置 

   ・ 平成25年度のリスクマネジメント7体制の見直しに向け、全学的な安全衛生管

理体制を検証し、必要に応じた見直しを行うとともに、教職員及び学生への周

知を行う。 

   ・ 平成22年度に策定したガイドラインに基づき、キャンパスハラスメント8防止

に向けて取り組むとともに、体制検証による必要に応じた見直しを行うととも

に、教職員及び学生への周知、啓発を行う。 

  ⑵ 災害時の対応に関する目標を達成するための措置 

   ・ 平成25年度のリスクマネジメント体制の見直しに向け、全学的な危機管理体

制を検証し、必要に応じた見直しを行うとともに、教職員及び学生への周知を

行う。 

 ３ 環境に関する目標を達成するための措置 

  ・ 施設の総合管理業務により、施設運営管理に係る情報を集積し、消費エネルギ

ー削減のための具体的取組を選定する。 

  ※指標：エネルギー消費量 前年度比減 

 

Ⅶ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

  別紙参照 

 

Ⅷ 短期借入金の限度額 

 １ 短期借入金の限度額 

   ２億円 

                                                   
7 リスクマネジメント 

 各種の危険による不測の損害を最小の費用で効果的に処理するための経営管理手法 
8 キャンパスハラスメント 

 教職員及び学生が、その権威、権限又は権力を背景に、教育、研究、修学又は職務遂行で他の構成員に不利益等を与

えること 
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 ２ 想定される理由 

   運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定される。 

 

Ⅸ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし。 

 

Ⅹ 剰余金の使途 

  決算において剰余金が発生した場合、教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充

てる。 

 

Ⅺ 施設及び設備に関する計画 

 ・ 経常的修繕、緊急修繕等 

   総額 20百万円 

 （注）金額については見込みであり、上記のほか、業務の実施状況に応じた施設・設

備の改善や、老朽度合いに応じた改修等を追加することもあり得る。 

 

Ⅻ 人事に関する計画 

 １ 教職員配置の適正化 

  ・ 欠員が生じている職については、速やかに補充を行うとともに、平成25年度以

降の教職員定員計画を策定する。（再掲） 

 ２ 職員の育成 

  ・ 平成24年度末に市派遣職員１名を引き揚げるとともに、それに伴う職員の採用

を行う。（再掲） 

 ３ 研修の充実 

  ・ 平成24年度FD 研修会実施計画を策定し、実施計画に基づき成績評価・授業方法

等の改善に資するFD研修会の実施及び検証に取り組む。（再掲） 

  ・ 人材育成基本方針を策定するとともに、職員研修受講履歴を作成・管理し、SD を

計画的に実施する。（再掲） 
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別紙 予算、収支計画、資金計画（人件費の見積りを含む） 

１．予算 

                             （単位：百万円） 

区   分 金   額 

収入 

 運営費交付金 

 授業料等収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入 

 補助金収入 

 その他収入 

 目的積立金取崩 

計 

 

１，５０６ 

４６４ 

２８ 

１７ 

１４ 

２５ 

２，０５４ 

支出 

 教育研究経費 

 受託研究等経費及び寄附金事業費等 

 人件費 

 一般管理費 

 補助金事業費 

計 

 

４６５ 

２６ 

１，２３２ 

３１４ 

１７ 

２，０５４ 
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２．収支計画 

                             （単位：百万円） 

区   分 金   額 

費用の部 

 経常費用 

  教育研究経費 

  受託研究等費 

  人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  減価償却費 

 

２，１０１ 

４０２ 

２６ 

１，２３２ 

２７２ 

７ 

１６２ 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料等収益 

  受託研究等収益 

  補助金収益 

  資産見返運営費交付金戻入 

  資産見返寄附金戻入 

  資産見返物品受贈額戻入 

  資産見返補助金戻入 

  雑益 

   その他収益 

 純利益（純損失） 

 目的積立金取崩益 

 総利益（総損失） 

 

２，０７６ 

１，４７６ 

４８５ 

２８ 

１７ 

３４ 

３ 

１６ 

３ 

１４ 

１４ 

△２５ 

２５ 

０ 
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３．資金計画 

                             （単位：百万円） 

区   分 金   額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

２，０５４ 

１，９１０ 

３０ 

１１４ 

０ 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等による収入 

  補助金等による収入 

  その他収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

２，０５４ 

２，０２９ 

１，５０６ 

４６４ 

２８ 

１７ 

１４ 

０ 

０ 

２５ 

 


